
中期経営計画AG2023では、制御事業に3つのサブセグメントを設定しました。エネルギー＆サステナビリティ、マテリアル、

ライフというお客様のビジネスに合わせた業種軸の組織体制とし、これをサブセグメントとしました。お客様との直接の接点で

ある地域拠点も含めてこのサブセグメント体制になったことにより、今までアプローチが十分にできていなかった業種へのアプ

ローチが活発になり、受注が大きく伸びています。日本国内中心だった高機能化学、食品、薬品、水といった業種に向けた提案が海

外拠点で増加し、プロジェクト形態のビジネスだけでなく、プロダクト（工業用計器、センサ類）の受注も大きく伸長しました。

組織体制を変更してから軌道に乗るまでには時間がかかりましたが、グローバルで連携してビジネスを伸ばす体制ができ上がってき

ました。引き続きグローバルでの連携を強化し、業務プロセスを最適化していくための仕組みを整えるべく取り組みを進めています。

中期経営計画「Accelerate Growth 2023」（AG2023）の取り組み状況、
現状認識について

中期経営計画AG2023を開始して2年が経過しました。
現状をどのように評価、認識していますか。

Q

4つの変革プロジェクト  を進めています。1つ目は組織構造改革、いわゆる組織構造とマネジメントシステムの変革プロジェ

クトで、冒頭で申し上げたサブセグメント体制への変更もこのプロジェクトの取り組みの1つです。

2つ目は業務プロセス変革で、業務プロセスの標準化と業務プロセス間の連携による最適化を行いながら、並行して新ERPシステム

への入れ替えも進めています。3つ目は新CRMの構築です。従来は、地域拠点ごとに異なるマーケティング、営業、サービスのシステムを

使っており、地域ごとに最適化された状態でしたが、この取り組みにより、グローバルで統一されたシステム上で顧客情報が一元管理

され、業務プロセスがつながります。これにより、引合いから見積もり、導入後のカスタマーサポートまで一貫したサービスの提供が可

能となります。そして最後の4つ目は、最も重要な人財に関する変革で、人財の情報基盤整備と人事制度統一の取り組みです。まず人財

情報を見える化し、どういったケイパビリティを持った人財がいるのかをグローバルで把握し、必要な人財の確保やグループ全体での

適材適所のアサインメントを実現していきます。そのためには一人ひとりのRole and Responsibilityを明確にしていく必要もあります。

今まではこれらHR管理の全てを人事部門がケアし、全体に目配りをしていましたが、今後はビジネス側の意思を反映していく仕組みも

構築していきます。

この4つの変革への取り組みは、いわば、従来の部分最適状態から全体最適への変革です。そのため、グランドデザインを描くところ

から始める大きな仕組みづくり、基盤づくりとなりますが、持続的な成長に向けて着実に取り組んでいきます。

グローバルで連携し、業務プロセスを最適化するための仕組みとは、具体的にどのようなものですか。
Q
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いろいろな取り組みが進められており、成果も出てきています。取り組みの1つに

横河デジタル株式会社の設立があります。お客様の事業課題、経営課題に対して、デジ

タル技術を活用して解決するコンサルティングからシステムの実装、保守までを行う

会社です。コンサルテーションビジネスのボリュームはまだ大きくはありませんが、コ

ンサルテーションだけでなく、ソリューションや製品の提供からライフサイクルサー

ビスまで一連のプロセスをトータルで提案できるので、この強みを生かしてお客様

への提供価値を拡充していく考えです。

YOKOGAWAはさまざまなお客様とワークショップを行い、10年後、20年後のありたい姿

を共有しながら、お客様の目指すゴールに向かう戦略を具体化していくアプローチをとる

ことがあります。お客様がYOKOGAWAの提案力に期待されているのはもちろんのことです

が、最も必要とされているのは、コンサルテーションにとどまらずに具体化して実現でき 

る提案であり、実行する力だと考えます。提案力という観点では、若い人も含めて人財が育 

ってきていると感じていますが、一方で、DXやITの領域での実行力については課題と認識

しており、今後DXやIT領域の人財の確保とケイパビリティの強化を進めていく考えです。

この2年間の取り組みを振り返ると、ライフビジネスの成長とビジネスモデル変革

への取り組みについては、一層の加速が必要であり、課題として認識しています。ビジ

ネスモデル変革については、主にクラウドを活用したDX領域でのリカーリングやサブ

スクリプションなどの新しいビジネスモデルによる成長を目指しており、これを適用

する領域としては、エネルギーマネジメント、予兆管理も含めた設備管理、セキュリ

ティなどを想定しています。この2年間でPoC（Proof of Concept 概念実証）に多数取り

組み、ようやく手応えが出てきましたので、AG2023の最終年度である2023年度は、ビジ

ネスとしての実績を出し、さらにビジネスを伸ばしていける土台を築き、今後のビジネス 

成長につなげていきたいと考えています。

AG2023で掲げている「提供価値の拡張」について
進捗や課題認識を教えてください。

結論から言うと、稼ぐ力はまだまだ弱いです。売上は確かに伸びましたが、為替の影

響を除くと前年とほぼ同じ水準です。とは言え、為替だけが追い風だったわけではあり

ません。物流費の高止まり、エネルギー価格上昇、部品の調達難と価格上昇など、事業環

境の厳しさの中で、コストを抑制しながら売上を積み上げてきた現場の社員の頑張り

が利益に大きく貢献しています。

全体として少しずつ稼ぐ力は強くなってきていますし、収益力を上げなければなら

ない、という社内の意識も高まってきています。前述の4つの変革プロジェクトによる

効率化やマインドセットの変革を図ることで、海外の競合他社に引けをとらない収益

性を目指していきたいと考えています。

昨年度（2022年度）の営業利益率は9.7%と
AG2023の目標10%に近づきました。
AG2023の取り組みの成果が出てきているということでしょうか。

Q

ポイントは販管費率です。社外取締役の方々からも常々厳しいご意見をいただいて

いるところです。販管費率を下げていくというのは、単純にコストダウンすることだけ

ではなく、しっかり売上を伸ばしながら効率性を担保していくということが重要です

から、やはり1人当たりの生産性を上げていくことが必要です。

そのためには、社内の無駄を省き、本質的な仕事の価値を改めて見直していく必要があ 

ります。例えば、業務プロセス、働き方、人的リソースのかけ方、あるいは製品ポートフォリオ

などです。つまりは資本効率の改善であり、より少ない資本で最大限の売上高と収益を上げ

ていく、ということです。改めて、業 務のやり方を見 直すことも必 要になります。例 

えば、お客様のご要望にお応えするために現場が一生懸命に対応している特注対応は、お客 

様が喜んでくださっていることは事実ではあるものの、後々のメンテナンスやソフトウエア

改造の際に、標準仕様の場合と比べて、お客様も当社も時間やコストが多くかかって苦労し

た、という場合があります。それであれば、できるだけ標準仕様で使っていただいたほうがお

客様にとっても当社にとっても有益だという考え方ができるでしょう。もちろん案件ごとに

さまざまな事情がありますが、俯瞰的に見てバランスを取りながら、当社にとってもお客様に

とっても価値を最大化していくことを常に意識していなければなりません。そういったこと 

は総論として理解はしていても、個々の実務レベルになると埋もれてしまいがちです。1つず

つ地道にやっていかなければなりませんから、まず社員一人ひとりが仕事の価値を考える、

という意識付けをしっかりしていきたいと考えています。そして社員が自律的に思考して判

断し、タイムリーに行動するためには、必要な情報が共有されていることが大切ですが、現状

では情報があちらこちらで滞留していると見ており、ここは課題の1つと考えています。資本

効率というと大仰なようですが、一人ひとりが自律し、その力を束ねて大きな力にして生産

性の向上につなげていけるよう、あらゆる角度から見直しをしていきます。

収益力の課題はどこにあると考えていますか。
Q

Q

AG2023では700億円の成長投資枠を設けています。これまでの2年で約250億円のM&A

やアライアンスを実行しました。進捗は捗々しくないという見方もあるかと思います

が、常にロングリスト、ショートリストをもってM&Aやアライアンス先を探索していま 

す。この2年間の実績として、再生可能エネルギー分野のPXiSE Energy Solutions, LLC、

Dublix Technology ApS、バイオ分野のInsilico Biotechnology AG、IA事業の化学プロセス

で独自の技術をもつFluence Analytics, Inc.、DX領域のVotiva Singapore Pte, Ltd.などをグ

ループに加えました。しかし、ビジネスとして拡大するための基盤や販売ネットワークの 

整備などはこれからであり、成果を刈り取るのはまだ先となります。今後は、顧客基盤も含

めたM&Aなどにより、ビジネスのスケールアップの加速を図りたいと考えています。

そういった中で、大塚化学株式会社と設立したシンクレスト株式会社は、新しいチャレ

ンジとして期待をしています。同社は、医薬分野、特に中分子医薬分野におけるCDMRO※1

事業を推進する合弁会社です。大塚化学のもつ連続生産が可能なフロー合成技術や、中分

子医薬品製造技術、GMP※2管理のノウハウに加え、YOKOGAWAが持つ計測・制御技術を合

わせて生産性を大きく上げながら、製品やサービスを提供していきます。

提供価値の拡張に向けて、成長投資の進捗状況や
成果について教えてください。

Q

※1  CDMRO：Contract Research, Development and 
Manufacturing Organization（医薬品受託開発製造）

※2  GMP（Good Manufacturing Practice）：安全で効果的
な医薬品・食品を生産するための製造・品質管理に関
する基準。各国がそれぞれ規則や指針を定めている。
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System of Systemsとは、単にシステムとシステムが組み合わさった巨大なシステム

を指すのではなく、運用とマネジメントの独立性があるシステムが連携し、単独では実

現できない目的をシステム全体として創発的に実現するものです。例えば、Smart City

構想では、エネルギーなどの社会インフラから、そこで経済活動を行う企業、その社員

や消費者である一般家庭までを含めて、相互に影響し合います。そして、単なる効率化

にとどまらず、全体最適による新たな生活様式や、それに伴う新たな価値が生まれます。

YOKOGAWAは社会がそうした方向に進む中で強みを発揮できると考えています。

当社が今取り組んでいる具体的な事例として、千葉県市原市五井地区および蘇我地

区のコンビナートにおける産業間連携の取り組みがあります。これは、エネルギー産

業、石油化学産業、化学産業、鉄鋼産業、素材産業など、同地区の異業種企業９社と

YOKOGAWAが連携し、CO2排出を最小化する産業間連携エネルギーマネジメントシス

テムの導入などについて、2030年頃までの事業化を検討しているものです。さらに

2050年の同地区コンビナートにおけるカーボンニュートラル実現に必要な施策まで

を検討していきます。従来は工場単体、企業単体でサステナビリティの取り組みを行っ

ていましたが、企業間、コミュニティで連携して全体最適化を図ることで、社会全体で

大きな価値を生み出す、そういった将来を描いています。当社は全体をつなぐ役割を担

い、それぞれのお客様のCO2データ、ユーティリティデータなどを活用して全体最適化

するための仕組みを提案していきます。

この取り組みは社会全体でカーボンニュートラルを実現するためにぜひとも必要

なことです。しかし、ビジネスとしてどのように展開し、提供する価値の対価をどのよ

うに得るかというところには難しさがあります。協同組合のような組織を作って各社

が費用を分担しながら運営していく方法もあるでしょうし、コミュニティやクラス

ターのリーダーとなる企業が取りまとめる方法もあるでしょうが、スケールが大きく

なるほどに難易度は上がるでしょう。我々も、試行錯誤しながら取り組んでいるところ

です。

中長期に目指す姿へ向かっての取り組みと課題
YOKOGAWAは「System of Systemsを通じた価値提供」を目指し、
取り組んでいますが、なかなかその具体的なイメージがつかめません。
お客様や社会にどのような価値を提供している状態なのか教えてください。

Q

YOKOGAWAの事業は、障害などによって停止することが許されない、いわゆるミッ

ションクリティカルな領域を対象としており、我々の提供するシステムや製品には極

めて高い安全性と信頼性が要求されます。この領域において、お客様のニーズに応え、

長期にわたり製品やサービスを提供し続け、お客様との信頼関係を築いてきたことに

我々の強みがあります。もし安易な方向に行けば、そこはレッドオーシャンであり、

我々の勝機はないでしょう。そういった意味で、難易度の高いSystem of Systemsは、

我々こそがチャレンジすべきミッションだと考えています。

System of Systemsを実現していくのは簡単ではないということで
すが、このような難しい領域にYOKOGAWAが敢えてチャレンジして
いくのはなぜですか。

Q

YOKOGAWA製品の信頼性、プロジェクトデリバリー力、サービス体制については

お客様から高いご評価をいただいています。最後まで粘り強く遂行する姿勢について

も、高くご評価をいただいています。お客様はミッションクリティカルな領域で操業し

ているわけですから、非常に厳しい基準でサプライヤーを評価しています。かつては、

当社からお客様にアプローチをしてもなかなか相手にしてもらえなかった時代もあり

ました。お客様に認知いただくまでには、お客様のもとへ何度も通い、さまざまな観点で製

品の評価や試験をしていただき、ようやく「試しに一回採用してみようか」となるわけで

す。採用していただいた後も、お客様は我々の姿勢や対応を常に見ています。長年、多く

のプロジェクトで実績を積み重ね、多くのお客様に「YOKOGAWAはいいね」と思ってい

ただける対応をしてきた、そのことにより今日の信頼関係を勝ち得てきた、と捉えています。

System of Systemsを目指すための強みとして、
お客様との信頼関係のお話がありました。
お客様がYOKOGAWAを選ぶ、その理由はどこにあると考えますか。

Q

IT領域のケイパビリティについては、人財も含めて不足しており、そこは課題とし

て認識しています。しかし、我々はお客様価値を創出するために必要な物をインテグ

レートするという考えですので、全てを自社でそろえる必要はありません。もちろん

コアな部分では自社製品を適用できることが望ましいですが、実際のところ全てを

自社開発することはできません。例えばロボティクスは扱っていますが、ロボットを

自社製品としては持っていません。ロボットを扱い、インテグレートできる能力を持

っているわけです。AIも自社製に加え、他社のAIも柔軟に使っています。ITやセキ

ュリティについても同様の考え方で、それぞれの地域や領域で強みを持つIT企業と

パートナーシップを結び、コラボレーションをしていくことで、必要なソリューショ

ンを提供していきます。これは、お客様にも安心感を持っていただくことができる方

法です。そして今後は、「YOKOGAWAはIT領域も含めてプロジェクトをまとめる力が

あるね」と、お客様に認知していただけるようになっていきたいと思います。

System of Systemsの領域では、従来の制御事業とは異なり、IT領域も
含めたさまざまなソリューションやテクノロジーのケイパビリティが必要
なのではないでしょうか。その点では、どのように自社を捉えていますか。

Q

冒頭で、YOKOGAWAは4つの変革プロジェクトに取り組んでいるというお話をしま

したが、実際に取り組みを担い、進めていくのは一人ひとりの人財です。ですから人財

が一番重要で、人財がしっかりと力を発揮できる仕組みになっていなければ、会社も成

長できません。

IT領 域 な ど の 各 専 門 分 野 の ス ペ シ ャ リ ス ト は、当 然 な が ら 必 要 で す。一 方 で、

YOKOGAWAのビジネスでは、お客様を起点にして、俯瞰的に全体を把握して物事を進

めていく、いわゆる総合人財、コンシェルジュのような人財も重要です。例えば、お客様

の課題を把握して適切な専門家をアサインできる人であり、状況をよく見ながら、「今

はこういう風に進めるべきだ」と判断し、隅々に目配りをし、全体をつないで動かして

いくことのできる人です。そして未来を想像して、お客様にもプロアクティブに提案で

中長期の目指す姿に向かう取り組みを担う人財については
どのように強化していく考えですか。

Q
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かなり手応えを感じています。例えば、オランダのロッテルダム港でShell社が進め

るヨーロッパ最大のグリーン水素プロジェクトにおいて、当社はプラント制御に関す

るシステムや機器を統合するインテグレータとして操業の最適化を担います。これは

先ほどご説明したSystem of Systemsを通じた全体最適の1つの実例になるでしょう。

同じくオーストラリア最大の商用グリーン水素プロジェクトにも当社が統合制御シス

テムを供給します。そのほか、再生可能エネルギーの案件も多くなってきています。ま

た、株式会社ＥＮＥＯＳマテリアルの化学プラント蒸留塔のマニュアル操業工程で、当

社の自律制御AIが操業を行う実証実験では、1年間にわたる安定操業を達成して成功を

収めました。成果として品質維持や人の作業負担軽減はもちろんのこと、蒸気使用量と

CO2排出量をともに40%削減したことで、お客様のサステナビリティ経営に大きく貢

献することができた事例となりました。

また、世界で水不足が深刻化する中、カリフォルニアの再生水施設の運転最適化に

成功した事例では、事例を知った各地のお客様からご相談やお引合いをいただいてい

ます。中東の海水淡水化施設にもシステムを提供していますが、いずれも、水を供給す

るための設備ということだけではなく、その水処理プロセスにおいて必要なプラント

のエネルギーを低減し、CO2の排出を大きく削減していることも、重要なサステナビリテ

ィへの貢献になっています。

そのほか、当社が開発したシリコン振動式圧力センサは、南海トラフ海底地震津波

観測網による津波検知に採用されており、これも1つの社会のサステナビリティへの

貢献といえます。

世界の人口は増え続けており、社会全体が必要とするエネルギーや資源を供給し続

けていく必要があります。しかし同時にCO2排出を削減していかなければならない。こ

れをどう実現していくか、ということが社会全体の、そしてお客様の大きな課題です。

YOKOGAWAは株主の皆様をはじめとして、お客様、取引先様、地域、社会、社員と

いった全てのステークホルダーからの信頼に応え、持続的な成長と中長期的な企業価

値の向上に努め、エンゲージメントを高めていくことを大切にしています。そして、情

報開示や、会社からの説明の機会、株主や投資家の方との対話などを通じて、我々の取り組

みを理解していただけるよう努めていかなければならないと考えています。投資家の方か

らは、いろいろなご評価やご意見をいただいていますし、ご期待もいただいており、それら

に応えるためにも、まずは年度ごとに成果を出していくことが大事だと考えています。

以前、ある投資家の方に「このような会社にしたい、という思いを叶えるのは社員の熱量

だ。その熱量をどうやって引き出して、このYOKOGAWAという船を導いていくのか、社長と 

しての君の姿を見ているぞ」と言われたことが大変強く心に刻まれています。重要なのは

人財です。人財が活躍できるように、いま懸命に仕組みを整えていますので、その仕組みの 

中で、一人ひとりの人財が活躍できるような風土をつくっていきたいと考えています。

サステナビリティへビジネスで貢献

ステークホルダーに向けてのメッセージ

サステナビリティが企業にとっての重要課題となっていますが、これは
YOKOGAWAにとってはビジネス機会でもあると思います。どのような
取り組み状況ですか。

Q

YOKOGAWAは目指す未来に向かって
取り組みを進めていることがわかりました。
結びに株主やその他のステークホルダーに伝えたいことは何ですか。

Q

例えば、エネルギー産業のお客様は、必要とされている化石燃料の供給責任を果たしな

がらも、よりクリーンなエネルギーへ転換していこうとしています。YOKOGAWAは、

先ほどご紹介した事例のように、お客様と一緒に生産性を上げCO2排出を削減するな

ど、さまざまな貢献をしており、今後もそういった機会はたくさんあります。お客様に

も長期的なパートナーとして認識していただいていると自負しています。

きる人です。そういった貴重な人財を、従来は組織のフレキシビリティが不足していたが

ために有効に活用できておらず、また人財の可視化が不十分であるために、経験を積む

機会を与えて計画的に育成していくということが十分にできていませんでした。そこ

で今、4つの変革プロジェクトのうちの1つとして、人財に関する情報の可視化や、適材

適所のアサインメントができる仕組み、そのための人事制度の整備を進めています。ま

た、先ほど申し上げたような総合的、俯瞰的視点を持つ人財を育てるためには、ずっと

同じ場所で同じ仕事をするのではなく、さまざまな経験を積ませていく必要があり、こ

れには組織的な取り組みが必要です。YOKOGAWAグループ全体、グローバルでさまざ

まなタレントを見出して成長の機会を与えていき、個々の成長を企業全体の持続的な

成長につなげていきます。すでにさまざまな取り組みを進めており、例えば社内公募制

の導入により、人財の流動性がかなり高くなってきているなど、徐々に組織のフレキシ

ビリティも出てきていると感じています。
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